
令和５年度 議会事業取組評価（政策部会所掌分） 

政策部会取組事項 

１ 議会運営におけるＩＣＴの活用について 

 ⑴ 改選に伴う統一タブレット端末等の研修 

 ⑵ 統一タブレット端末等の運用見直し 

 ⑶ オンライン会議の習熟 

２ 議員研修の企画及び運営について 

 ⑴ 前期議員研修会 

 ⑵ 後期議員研修会 

３ 一般質問のあり方について 

 ⑴ 無所属議員に係る質問時間の通年計算 

 ⑵ 一般質問の内容に関する課題 

 

１ 議会運営におけるＩＣＴの活用について（前年度継続事業） 

  ⑴ 改選に伴う統一タブレット端末等の研修 

 実施の概要・成果 課題・今後の取組み 

 ア 趣旨 

統一タブレット端末等が、議会運営上必

須の「仕事道具」であることを踏まえ、改選

期において、議会活動に支障が生じないよ

う、操作研修及びフォローアップ研修の実

施により、さらなる操作習熟を図ったもの。 

イ 内容 

 (ｱ) １期目議員へ貸与するタブレット端

末の事前設定と配布 

 (ｲ) １期目議員を対象とし、タブレット端

末及び会議システムの利用方法につい

て操作説明会（５月８日）をタブレット

端末配布時に、６月定例会後のフォロー

アップ研修（８月１日）をそれぞれ実施 

 (ｳ) 安定した操作技術の維持及びさらな

るタブレット端末等活用のため、フォロ

ーアップ研修（８月３０日、１月１８日）

を実施 

ウ 成果 

１期目議員向けに実施した２回の研修に

より、議会活動に支障が生じないような支

援が実施できた。 

・ 議会のＩＣＴ化が進み、統一タブ

レット端末等が議会運営上必須の

「仕事道具」であることを踏まえ、

十分な活用ができるようさらなる

操作習熟を図るとともに、次期更新

（令和７年８月）に向けて議会活動

に最適なＩＣＴパッケージ（導入す

るデバイス、アプリ等の組合せ）を

検討する。 



全議員を対象とした研修では、未活用の

タブレット機能を実践することで、タブレ

ット端末等の利活用を促進し、更なる習熟

を図ることができた。 

 

 ⑵ 統一タブレット端末等の運用見直し 

 実施の概要・成果 課題・今後の取組み 

 ア 趣旨 

  松本市議会タブレット端末等運用規程等

について、必要な改正を行ったもの 

イ 内容 

 (ｱ) 松本市議会タブレット端末等運用規

程の改正 

   ａ 統一タブレット端末等の使用範囲

に監査業務を含めることができる旨

の規定の追加 

 (ｲ) 松本市議会政務活動費使途基準の改

正に係る検討 

   ａ 統一タブレット端末の周辺機器に

係る費用への政務活動費の充当につ

いて 

ウ 成果 

  必要な改正を完了した。 

 

・ 統一タブレット端末等の更新に

合わせて定期的な運用見直しを行

うことにより、引き続き、統一タブ

レット端末等の適正かつ効果的な

運用を図る。 

 ⑶ オンライン会議の習熟 

 実施の概要・成果 課題・今後の取組み 

 ア 趣旨 

  昨年度政策部会からの申送りに基づき、

引き続き模擬オンライン会議や常任委員協

議会正副レクのオンライン実施を行い、議

会として非常時対応能力の向上を図るもの 

イ 内容 

(ｱ) 模擬オンライン会議の実施（１１月 

２２日経済文教委員協議会） 

 (ｲ) 常任委員協議会正副レクのオンライ

ン実施（１２月・１月） 

 (ｳ) フォローアップ研修の実施（８月３０

日、１月１８日） 

ウ 成果 

・ 議会機能維持の観点から、引き続

き、非常時に備えた訓練（模擬オン

ライン会議）及びＺｏｏｍ接続訓練

を実施する。 

 



  非常時に備え計画的な研修及び訓練を実

施した。 

  

 

２ 議員研修の企画及び運営等（前年度継続事業） 

 実施の概要・成果 課題・今後の取組み 

 議員の政策形成、立案能力の向上等を図る

ため、前期・後期の２回開催 

⑴ 前期議員研修会 

 ア 日時 令和５年８月３０日(水) 

      午後１時３０分～午後３時 

 イ 講師 県教育委員会事務局スポーツ課

国民スポーツ大会準備室 

      室長 下條 伸彦 氏 

 ウ 演題 「２０２８国民スポーツ大会・全国

障害者スポーツ大会に向けた取組み

について」 

エ 成果 大会に向けた県の取組みについ

て認識を深めることができた。 

⑵ 後期議員研修会 

 ア 日時 令和５年１１月１４日(火) 

午後１時３０分～午後３時 

 イ 講師 合同会社 ReConnect 

代表社員 瀬畑 一茂 氏 

ウ 演題 「移住と仕事」 

エ 成果 松本地域への移住希望者が求め

るニーズについて認識を深めるこ

とができた。 

・ 令和６年度の開催回数、時期、手

法及び内容について検討する。 

 

３ 一般質問のあり方について（前年度継続事業） 

 実施の概要・成果 課題・今後の取組み 

 ⑴ 趣旨 

昨年度政策部会からの申送りに基づき、

無所属議員に係る質問時間の通年計算につ

いて、及び質問の内容等について検討する

もの 

⑵ 内容 

 ア それぞれの課題について会派ごとに検

・ 無所属議員に係る質問時間の通

年計算については、令和５年度をも

って検討を終了とする。 



討（５月・１１月） 

 イ 会派ごとの検討を踏まえ協議した結

果、検討を終了（６月・１２月） 

⑶ 成果（集約） 

 ア 無所属議員に係る質問時間の通年計算

については、今年度は改選期であったた

め、1年間様子を見て、来年度以降、必要

に応じて検討する。 

 イ 一般質問の内容等については次のとお

り集約し、検討を終了する。 

  (ｱ) 上程議案に関連した質問は、現状の

とおり「基本的に制限しないことが望

ましい。」とする。 

  (ｲ) 通告外の一般質問は行わないという

ことを確認する。 

(ｳ) 常任委員会で検討中の調査研究テー

マに関連した質問をすることについて

は、現状のとおり「調査研究の進捗状況

について会派内で情報を共有しなが

ら、良識を持って行う。」とする。 

 

 

（評価責任者） 政策部会長 横 内 裕 治 

 


